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Ⅲ 海外研修 

 

１ 海外研修概要 

 
１） 訪問プロジェクト 

「南スラウェシ州貧困対策支援村落開発プロジェクト」 
「市民社会の参加によるコミュニティー開発技術協力プロジェクト」 

 
２） 研修期間 

国内 2006 年 11 月 13 日（月）～22 日（木） ８泊 ９日 
 

３） 研修参加者 
NGO 参加者  ６名 
JICA 参加者 ５名 
合計  １１名 

 

  ４）グループ分け 

１グループ  ２グループ  ３グループ 

○ 鳥飼真紀子  ◇ 齊藤  恵  ◇ 伊東 里佳 

◇ 神藤はるか  ○ 山田 千晶  ○ 杉本 正次 

○ 下田 寛典  ○ 植田 貴子  ◇ 中村寿美子 
 

◇ 渡辺 英樹     ○ 酒井絵里香 

 

○：NGO、 ◇：JICA 
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５） 海外研修日程 

 

 ＊航空便は直行便利用 
 

月 日 時 間 内 容 

11 月 13 日（月） 
09：30 
11：20-17：20 
19：00-20：00 

成田空港集合 
JL725（成田→ジャカルタ） 
PKPM プロジェクトブリーフィング 
                  （宿泊：ジャカルタ）

11 月 14 日（火） 

09：00 
10：00 
13：00-16：15 

インドネシア事務所訪問・安全対策ブリーフィング、打ち合
わせ 
ジャカルタ空港移動 
GA610（ジャカルタ→マカッサル） 
グループワーク 
                  （宿泊：マカッサル）

11 月 15 日（水） 

AM 
 
PM 

州村落エンパワーメント局訪問 
州議会副議長（元タカラール県知事）訪問 
佐久間専門家、ハサヌディン大学、NGO（LML：元 FO）関
係者インタビュー（BAKTI） 
グループワーク 
                  （宿泊：マカッサル）

11 月 16 日（木） 

AM 
 
PM 

タカラール県訪問（村落開発局、開発企画局、県会議員、元
C/P） 
ラボ村落および SISDUK 実施村落訪問（3 グループに分かれ
て３村落で村長、住民グループ、NGO ファシリテーターイン
タビュー） 
日本人専門家との夕食会 
                  （宿泊：マカッサル）

11 月 17 日（金） 

AM 
PM 

マリノへ移動、グループワーク 
NGO ファシリテーターインタビュー 
日本人専門家・ローカル専門家インタビュー 
グループワーク 
                    （宿泊：マリノ）

11 月 18 日（土） 
AM 
PM 

レンケセ村訪問 
村長、集落長、住民グループインタビュー 
マカッサルへ移動 

（宿泊：マカッサル）

11 月 19 日（日） 
AM 
16：10-17：20 

グループワーク（BAKTI） 
GA603（マカッサル→ジャカルタ） 
                  （宿泊：ジャカルタ）

11 月 20 日（月） 

10：00-12：00 
14：00-16：00 
22：10-07：00+1 

インドネシア事務所にてグループワーク（研修報告会準備）
研修報告会 
ジャカルタ発（JL726）→成田着（翌朝） 

（機中泊）

11 月 21 日（火） 
07：00 
07：00-12：00 
13：30 

成田着 
地球ひろばへ移動 
帰国報告会準備 
                  （宿泊：地球ひろば）

11 月 22 日（水） 
10：00-12：00 
12：30 
 

帰国報告会 
解散  
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２ 海外研修の成果と総括 

 

武田長久 

１） 海外研修のねらい 

 国内研修では、住民主体の開発を促進するために住民、行政、NGO な

どのアクターの関係がどうあるべきか、JICA と NGO の事例を基に議論

を行った。その中で住民主体の開発を実現するにあたり重視すべき点を考

察し、ガバナンスの側面で配慮すべき点に関して検討を行なった。海外研

修では実際に現場を訪問して事例を分析することにより、国内研修で見出

した重視すべき点や配慮すべき点を確認するとともに、外部のアクターが

果たすべき役割や配慮すべきことに関して考察することを目的とした。 
 

２） 訪問案件の選定 
インドネシアでの海外研修の視察案件は、国内研修で事例分析を行った

JICA の事例である「スラウェシ貧困対策支援村落開発プロジェクト」と

南スラウェシ州マカッサルの近くでパイロット活動を実施している「市民

社会の参加によるコミュニティ開発プロジェクト（PKPM）」を選んだ。

日本の NGO が関連している事例を選ぼうとしたが、インドネシアで活動

している日本の NGO の数が少ないことと、プロジェクトサイトが離れて

いたため、２件とも JICA の事例になった。しかし、PKPM プロジェク

トには日本の NGO の関係者が短期専門家として参加しているため、日本

の NGO との関連を持つ事例ということができる。 
 スラウェシ貧困対策支援村落開発プロジェクトは、南スラウェシ州のタ

カラール県で住民主体の開発事業を支援する県の支援システム

（SISDUK）の形成を支援したプロジェクトである。行政が住民の活動を

資金的、技術的に助成する仕組みを作り、NGO と連携して住民の社会的

準備や組織化、計画策定の支援を行うもので、プロジェクト終了後に対象

村が 4 村から県内の全村に県政府により拡大された。一方、PKPM プロ

ジェクトはコミュニティ開発におけるNGOと地方行政の連携を促進しよ

うとするもので、コミュニティの開発を支援する外部のファシリテーター

の育成を行っている。この二つの事例は住民主体の開発を支援する事例と

して参考になり、その中で住民や行政、NGO の関係性、外部のアクター

がどのように関わるのかを考える上で多くの示唆を与えてくれる事例で

あった。 
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３） 海外研修の成果 

国内研修で議論した「住民主体の開発」においての重要な視点をもとに、

参加者それぞれ事前に海外研修で特に大事にしたい 3 つの視点を挙げて

もらった。研修参加者は 3 つのグループに分かれて個々の視点を共有し、

グループとしてみるべき視点を絞り込んでもらった。アクター間の役割、

ビジョンの共有、持続性などが共通する視点として出された。事例の分析

においては住民、行政、NGO の関係と役割分担を確認し、住民主体の開

発を実現するために何が重要か、グループでまとめた視点に基づいて確認

するとともに、外部者がどのような関わり方をしているか、そして援助を

する私たちがドナーとしてどのような事ができるか、どのようなことに配

慮しなければならないかを考察した。 
各グループで共通して認識されたことは住民と行政をつなぐファシリ

テーターの役割が重要であるということである。訪問した二つの事例とも

地元の NGO がファシリテーターの役割を果たしていたが、住民に寄り添

う形で住民の気づきを引き出す丁寧なファシリテーションの必要性が指

摘された。また、アクター間でビジョンを共有することの重要性を認識し

たが、SISDUK の形成の過程で県行政、NGO、県議会議員などの関係す

るステークホルダーへの研修を通した働きかけが重要な役割を果たした

ことを確認した。住民主体の開発を支援する行政の役割の重要性について

も認識を深めた。 
事例を通して多くの学びを得る事ができたが、一方で住民主体というと

きに住民全員をさすのか、活動に参加する住民グループをさすのか、主体

になる住民はどんな人たちか、村落の中の権力構造がもたらす影響などに

関しては、まだ疑問が残されている。また、住民主体の開発に関しては事

例を通して分析し興味深い議論がなされたが、その中でガバナンスが影響

を及ぼす側面に関しては若干分析や議論が弱かった面がある。 
 住民主体の開発は NGO と JICA の共通する目的になるが、援助する側

の外部者の関わり方として、NGO と JICA はそれぞれの強みを活かした

アプローチを取る事ができる。JICA は行政に対するアプローチに強みを

持っており、NGO は草の根レベルでの現地 NGO との連携や住民との連

携に強みを持っている。それぞれの強みを活かしながらも弱い点を補って

いくこともできるが、NGO と JICA が連携して補完しながら協力を行っ

ていくことも可能である。その意味で、今回の相互研修が自分たちの強み

と弱みを確認するとともに相互理解を深めて今後の連携を促進する関係

作りに役立ったものと思われる。 
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４） 課題 

 海外研修では短期間に多くの関係者を訪問し、様々なレベルの関係者に

インタビューを行い事例の分析や意見交換を行うことになる。その中で特

に今回は住民主体の開発を実現するために大切なことや、そのために外部

者がどのような役割を果たすべきなのかを見ていったが、事例の中でイン

ドネシアの NGO や行政が住民の開発を後押ししている面を見て、外国人

である私たちが援助を行うものとして何をすべきかを考えさせられる面

があった。 
 インドネシアの地方では英語でインタビューを行う事が難しく、通訳を

介したインタビューをしなければならなかった。そのため基本的な情報の

確認に時間がとられてより深いインタビューをする時間が少なくなった

ことは否めない。3 つのグループに分けてインタビュー対象者に対する質

問のポイントを確認してもらっていたが、複数の対象者を同時にインタビ

ューする場合にグループを分けて各グループのメンバーが必ず一人は含

まれるように配慮したが、その場合インタビュー項目の確認が十分なされ

ないままに質問が行われることになった。後半のインタビューではグルー

プごとに対象者にインタビューを行い、インタビュー後にグループ間で情

報共有を行う時間を設けた。限られた時間で知りたい情報を得るためのイ

ンタビューの仕方の難しさを参加者は再認識したものと思われる。 
インドネシアでの海外研修は主にマカッサルで実施され、移動のための

時間が必要になった。そのため、海外研修の日程を確保するために出発前

の事前研修で事例に関する説明やグループごとの準備作業を行う事がで

きなかった。ジャカルタ到着後に PKPM の概要説明、出発前にメールを

利用してグループ内で視点と質問項目のすり合わせを行い、マカッサル移

動後にグループ内で打ち合わせを持ってもらったが、事前の打ち合わせに

もう少し時間が取れた方が良かったかもしれない。 
 

５） さいごに 
 研修を受け入れてくださったプロジェクトの関係者、専門家の皆様、

JICA インドネシア事務所、マカッサルフィールドオフィス、タカラール

県、NGO、レンケセ集落の皆様には本当にお世話になった。多くの質問

にも関わらず、率直に応対してくださったことに、深く感謝している。 
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３ 訪問プロジェクト 
 
１）訪問プロジェクトの概要 

 
（１）プロジェクト概要 

プロジェクト期間： 
2004 年 1 月 1 日から 2006 年 12 月 31 日まで 
 

（２）プロジェクト実施機関： 
インドネシア国国家開発計画庁（BAPPENAS） 
 

（３）プロジェクト対象地域： 
東部インドネシア 11 州※1 
※1 南スラウェシ州、中スラウェシ州、南東スラウェシ州、 

北スラウェシ州、ゴロンタロ州、マルク州、北マルク州、 
パプア州、西ヌサテンガラ州、東ヌサテンガラ州の 10 州に加え 
2005 年 1 月より南スラウェシ州の一部が西スラウェシ州として 
独立。現在 11 州。 

 
（４）プロジェクトの概要（プロジェクトの上位目標）： 

「コミュニティのためのコミュニティ開発をコミュニティが考える」 
ことを促すための支援。 

 
インドネシアにおける国家レベルの開発政策における、政府・NGO・コミュニテ

ィの役割や政策策定のプロセスへのコミュニティの参加を理解することにより、イ

ンドネシア主体のコミュニティ開発政策「コミュニティによるコミュニティのため

のコミュニティ開発政策プログラム」が策定される。 
 

（５）目標：  
東部インドネシア（11 州）における、 
ⅰ コミュニティのためのファシリテーター育成 
ⅱ コミュニティに役立つエンパワーメント事例の調査、蓄積 
ⅲ コミュニティ主体の活動の実践などの活動を通じて「コミュニティ 

エンパワーメントにおける政府（中央・地方）、NGO、コミュニティの 
連携が改善される」ことを目標としている。 
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（６） プロジェクトの背景 
 
【能力開発と地域住民組織の能力強化】 

アジア通貨危機における NGO の活用、民主化、地方分権化推進に向けての市民参

加等、近年インドネシアの開発分野における NGO の活躍が顕著に増えている。 イ
ンドネシア政府でも国家開発政策※2 の一環として「NGO 組織強化プログラム」、

「住民組織強化プログラム」、「貧困層エンパワメントプログラム」を国家開発の重

点プログラムの一つとして定めており NGO を主とする住民組織の強化は国家的

な課題となっている。 
※2 国家開発プログラム法、2000 年-2004 年 5 カ年計画（PROPENAS） 
 

【NGO 連携と国民参加型の開発援助の推進】 
また、日本政府も開発協力における NGO の参加を促進しており、Community 
Empowerment Program（JICA-CEP）、開発パートナー事業などのプログラムを実

施し開発協力における公的機関の担い手として活動する機会を拡充・強化している。 
 

【パートナーシップとネットワーク（ノウハウ蓄積）の拡充】  
インドネシア国家開発計画庁ではこれら日本の取り組みに着目し、類似のプログラ

ムの実施を通じてコミュニティ開発に関わるステークホルダー（NGO,NPO，行政

官）の住民組織と政府の対話の実現、開発プログラムへの住民参加の促進、ステー

クホルダー間の連携強化のためのシステム開発や構築のためのノウハウと能力の

向上を行うこととなった。 
 
（７） プロジェクトの必要性 
 
【貧困削減】  

プロジェクトの対象地域である東部インドネシアは、かつてのジャワ島中心の開発

体制の影響から、貧困層※3 が多く、インドネシア政府の開発重点地域となってお

り、特に草の根住民に直接裨益する支援事業のニーズが高い。 
※3 東部インドネシアの貧困者層は 23.30％でインドネシア全国の貧困者層平均

16.66％を大きく上回っている。もっとも貧困者層の多い地域はパプア州の 38.69％
で貧困者の少ない地域は南スラウェシ州の8.94％全国で5番目に貧困者層の少ない

地域。 
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【援助の効率化】  

本プロジェクトには、JICA が実施してきた JICA-コミュニティエンパワーメント

プログラム※4（JICA-CEP）、スラウェシ貧困村落開発プロジェクト技術協力事業

をはじめ JICA が実施したコミュニティ開発分野や参加型開発分野の研修事業など

に協力、参加した経験のある関係者がプロジェクトの案件形成及び計画策定段階よ

り数多く参加しており、JICA が培ってきた事業の経験や人材をプロジェクトの実

施に効果的、効率的に活用することが可能となっている。 
※4 平成 7 年より実施された旧開発福祉支援事業のことを言う。インドネシア国に

おいては1997年のアジア通貨危機に伴う緊急支援の一環として平成10年度より開

始されている。現在では、支援分野も緊急支援からコミュニティ開発に移行し、2004
年 12 月のスマトラ沖地震による津波災害の復興支援などでもインドネシア国内

NGO を通じてコミュニティ開発を推進している。 
 

【政策提言】  
本プロジェクトの実施にあたり、BAPPENAS 大臣による「コミュニティ開発政策

策定支援委員会設立」の大臣令が発令されており、プロジェクトを通じて改善され

た「コミュニティ開発モデル」は、国家レベルの政策へ提言することが予定されて

いることから、本プロジェクトによるインドネシア国内の NGO、住民組織の活動

を助長する意義は大きい。 
プロジェクトの実施により期待される成果※5： 
 

【研修トレーニング】 
政府（中央・地方）、NGO、コミュニティによるコミュニティ開発のための参加型

アプローチが改善される。 
 

【調査・研究】 
対象地域におけるコミュニティ開発に係る成功事例が蓄積・普及される。 
 

【パイロット活動】 
ローカル・イニシアティブに基づいたコミュニティエンパワーメントに係るパイロ

ット活動が開始される。 
※5 2005 年 9 月に実施された中間評価において、プロジェクト当初に作成された

PDM の修正が行われた。当初計画との変更点は活動プロセスを重視して、研修→実

践→調査から研修→調査→実践（住民主体の活動）へと変更、また達成指標について

も「取り組み姿勢」「実践力」などの地域イニシアティブを尊重する指標となってい

る。※次項のプロジェクト概念図（PKPM : From Project to Movement）参照 
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２） プロジェクトの実施体制及び技術協力活動 

（１）実施体制 

 

プロジェクト総括：  
国家開発計画庁（BAPPENAS ）の地方分権化推進局※6（ Mr. Ir. Deddy 
Koespramoedyo. MSc / Direktur Otonomi Daerah）がプロジェクトの総括責任者

（プロジェクトダイレクター）としてプロジェクトにかかる全責任を持つ。また、

同局調査役（Pung Parmadi）が、本プロジェクトのプロジェクトマネージャーを担

当している。 
※6 2005 年 9 月に BAPPENAS 内機構編成が行われ、本プロジェクトの担当部局が

地域・セクター開発協力局から地方分権化推進局へと変更となった、なお、担当副

大臣は前ポストと同様、ただし大臣は、Mr.Tatag 副大臣から Dr.Ir Luky Eko 
Wuryanto M.Sc へと変更している。 
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執務環境： 

 

[PKPM ジャカルタ事務所] 
BAPPENAS より PKPM 実施のために専用のプロジェクト事務所（一軒家）の提

供を受けている。なお、2006 年 4 月より JBIC の支援プログラムに勤務していた

職員が一時的に事務所の 2 階部分を利用している。 

 
PKPM 事務局（ジャカルタ） PHD マカッサル 

 
[PKPM マカッサル事務所] 

東部インドネシア開発促進のために設立された SofEI/BaKTI（マルチドナーによる

東インドネシア情報共有センター）より、PKPM の地域活動モニタリングの推進お

よび他国ドナーとの情報共有を目的に 2006年 1月より南スラウェシ州マカッサル市

内に PKPM Hub Desk（PHD）が開設されている。 
 

地方の人材：  
プロジェクトの実施にあたり、中央レベルでは PKPM プロジェクト事務局

（Secretariat）を設立しており、地方においては PKPM の活動に参加しファシリテ

ーション能力を身につけた人材が自発的にコミュニティレベルでの活動を展開しお

り、PKPM 事務局ではこれら地方の人材をマスターファシリテーターと称している。

（現在 10 名） 
 

専門家：  
日本人の長期専門家 2 名のほかにインドネシア国内で活躍中の NGO 活動家 3 名（ロ

ーカルコンサルタントとして傭上）の計 5 名が BAPPENAS の PKPM 事務局に配属

している。なお、インドネシア人専門家のパートナーとして日本から参加型開発（調

査・研究）、NGO/NPO マネージメント、ファシリテーター育成の分野の短期専門家

を派遣している。また、本邦から派遣される短期専門家は、国内外で日本の NGO と

しての豊富な経験を有した専門家が派遣されており、プロジェクトを通じて日・イ

NGO 間のパートナーシップ構築に寄与している。 
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国内支援体制：  

プロジェクトで実施する日本研修は、JICA-東京を中心として日本国内で活動中の短

期専門家や関連する国内所属機関の協力により、国内各地の自治体、NGO・NPO42
団体が PKPM のファシリテーター育成のために NGO マネージメント強化、NPO 連

携強化のトレーニングを行っている。 

第 3 国協調：技術交換 
インドネシア国内の研修や日本での研修で得た技術や知識をより広く活用すること

を目的に、諸外国の市民活動分野で活躍している NGO・NPO8 団体（タイ、ネパー

ル、フィリピン、インド）との情報共有、技術の交換を実施している。平成 16 年度

においては、タイ・ボランティア・サービスとの連携により、NGO/NPO の組織運

営についての技術交換が実施され、平成 17 年度においてはインド国アンドラプラデ

ィッシュ州の NGO ソムニードとの技術交換が行われた。 
 
（２）技術協力活動 

PKPM の活動は、下記の 3 つのコンポーネントから成り立っている。また、それぞれ

の活動成果は他の活動に反映させるようにデザインされている。 
 
トレーニングプログラム：  
コミュニティ開発分野で活動する NGO や地方の行政官に対して、ファシリテーショ

ン能力向上のためのワークショップ、研修を実施し、参加型開発に関する知識と技術

の向上を図り、実際コミュニティによる活動の企画、計画、実施、評価、シェアリン

グを促す技術を習得する。 
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ファシリテーター能力向上トレーニング（インドネシア国内での研修） 
Partnership Building “どの様にして村人と友達になるか？” 
Community Based Issue Analysis “どうやって村人が村を分析するか？” 
Action Plan by community “なにを村人は計画として考えるようになるか?” 
Implementation & Monitoring “村人による実施とはどの様なものか？” 
Evaluation and Feed back “どうすれば村人は村の変化を意識するか？” 
NGO マネージメント、NPO 連携強化 （日本国内 NGO、NPO、行政機関での研修） 
技術交換プログラム（タイ、インド等の第 3 国における研修）など 
グッドプラクティス調査（Good Practice Case Study : GPCS）： 
GPCS は、対象地域（東部インドネシア 10 州）における、コミュニティ主体の活動

や NGO・NPO の活動を調査し、コミュニティエンパワーメントの要因を把握・検証

する活動である。調査の結果は、特にマスターファシリテーターのファシリテーショ

ンによる地域内でのシェアリングや他の地域におけるコミュニティ開発（活動）の形

成に活用される。なお、GPCS の実施にあたっては、トレーニングで得た技術や知識

を実践するとともに実際にコミュニティが調査に参加する機会となっている。 
 
コミュニティエンパワーメント事例調査 

NGO キャパシティ調査 
 

パイロット活動支援 
パイロット活動は、上記トレーニングプログラムで得た技術やグッドプラクティス

調査で得た知識を活用して、実際に自分たちの地域で住民主体の活動を、企画、形

成、実施、評価することを支援する活動で、活動の成果は地方分権化政策における

ボトムアップ型のコミュニティ開発の事例として関連するステークホルダーに対し

フィードバックすることを目的としている。 
 

 

西ヌサテンガラ州東ロンボック県事例調査 

東ロンボック県における住民ヒアリング 

 

 

 

 

南スラウェシ州ゴワ県バカレエン山巨大崩壊周辺住民が 

主体となって計画策定する復興計画策定への助言 

（パイロット活動） 
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南東スラウェシ州 ICT 実践地方行政開発予算を利用したワークシ

ョップの開催（パイロット活動） 

 

 

 

 

東ヌサテンガラ州会費制のボランティア・トレーニングの開催 

（パイロット活動） 

 

 

 

ゴロンタロ州トイディト村 

村落開発予算を利用したビレッジプラン作り 

（パイロット活動） 

 

 

 

 

３） プロジェクトの進捗・実績状況 

（スキーム別実績） 
トレーニングプログラム 
現地国内研修 （累計 2,293 人） 

2004 年 
-マタラムワークショップ コミュニティエンパワーメント基本コンセプト共有 
-クンダリワークショップ パートナーシップビルディング 
-クパンワークショップ Community Based Issue Analysis （基礎知識） 

2005 年 
-グヌンハリムンワークショップ Community Based Issue Analysis （実践） 
-レンケセ村ワークショップ Action Plan by community - I （演習） 
-デゥラマヨ村ワークショップ Action Plan by community - II （実践） 

2006 年 
-クンダリワークショップ Implementation & Monitoring - I （基礎編） 
-マタラムワークショップ Implementation & Monitoring - II （実践） 
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本邦研修 (合計 27 名) 
2004 年 (合計 18 名) 

-NGO マネージメント 協力団体：シャプラニール、宮崎食文化研究所、まち・ 
コミュニケーション、ソムニード 
-NPO/NPO 連携 協力団体：岐阜県 NPO センター、白川村（岐阜県） 
-JICA 集団研修 知識社会創造セミナーへの参加 
-JICA 集団研修 Asia Africa Knowledge Creation Program へ講師を派遣 

2005 年 （合計 9 名） 
-Japan Mission※9 NGO マネージメント（NGO Capacity Assessment） 
(協力団体：食文化研究所、かみえちご山里ファン倶楽部、評価みえ) 
※9 H16 年度に実施した本邦研修（JICA カウンターパート研修）に参加した研

修員より、「研修」という言葉から生じるネガティブな点（教えてもらうという

受身の姿勢）を回避するために、平成 17 年度の本邦研修では、あえて「研修」

という言葉を使わず、自らが目的を持って日本に学びに行くことを重視して、

“Japan Mission”と名称した。 
-Japan Mission Capacity Development for Community Facilitator 

(協力団体：あいあいネット、シャプラニール、まちコミ、ソムニード) 
 

技術交換（第 3 国技術研修） 
2004 年 (合計 10 名) 

-GO-NGO corroboration (9) バンコク、タイ 
-Watershed Management (10) インド、アンドラプラディシュ 

 
グッドプラクティス調査/ Good Practice Case Study（業務委託）  

2004 年実施  
女性経済活動グループ事例 - 南東スラウェシ州クンダリ市ポアシア村 
村落開発支援システム - 南スラウェシ州タカラール県 
村落給水事業 - 南スラウェシ州ボネ県マタジャン村 
村落灌漑事業 - 西ヌサテンガラ州東ロンボック県イジョバリ村 
農民養殖池グループ - 東ヌサテンガラ州クパン県ビポロ村 

2005 年実施  
住民林業活動 - 西ヌサテンガラ州東ロンボック県プリギ村 
住民給水管理組合 - 西ヌサテンガラ州東ロンボック県ワナサバ村 
村落間協力協会 - 南東スラウェシ州ソナイ村 
海洋沿岸資源管理計画 - 南東スラウェシ州トリトリ村 
村落開発計画 - 南東スラウェシ州バルタ村 
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2006 年実施中  
地方開発予算管理制度 - 南東スラウェシ州開発計画局 

住民参加森林管理計画 - 中スラウェシ州トロ村 

 

パイロット活動/ Pilot Activities 
南スラウェシ州 

※ ゴワ県レンケセ村 Community Based Disaster Management 
中スラウェシ州 

※ 中スラウェシ州 Bolano 村 
西ヌサテンガラ州  

※ 東ロンボック県全村プロファイル（一村一リーダー） 

南東スラウェシ州クンダリ市 

州開発計画局、ローカル NGO による「GO-NGO パートナーシップガイドライン作成」 

トリトリ村海洋沿岸資源復旧計画 
カインディ村「ビレッジプラン作成」 
ゴロンタロ州トイディト村 
ゴロンタロ大学講師のファシリテーション能力強化 
デゥラマヨ村森林管理計画へのファシリテーション  
トイディト村開発計画作成への支援  
プンチャック村における Community Based Issue Analysis の実践  
ポフワト郡 NGO ファシリテーター育成  
ボアレモ県 NGO-GO パートナーシップ構築と協働の推進  
オワタ、モンギイロ、ピロラヘヤ、北モンギイロ村落水利用組合活性化運動  
ゴロンタロ州県知事研修 
パプア州ジャヤプラ県  
「コミュニティ開発事例共有活動」  
コミュニティファシリテーター育成事業  
北マルク州テルナテ県  
州開発計画局 「カンポン･ディスカッションプログラム」  
東ヌサテンガラ州クパン市  
「NGO－GO フレンドファーラム」  
住民組織化（協同組合）能力向上計画  
※ PKPM プロジェクトより活動に必要な諸経費（交通費、人件費等）の負担が

行われている。 
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４ 海外研修報告会発表 

 
１）インドネシア事務所報告会 

１１月２０日（月） 
 

２）帰国報告会 
１１月２２日（水） 

 
３）参加者プレゼンテーション資料 

 
・国内研修全体会発表資料（テーマⅠ） 
・国内研修全体会発表資料（テーマⅡ） 
・国内研修全体会発表資料（テーマⅢ） 
・国内研修全体会発表資料（テーマⅣ） 
・海外研修発表会資料（インドネシア事務所）１班 
・海外研修発表会資料（インドネシア事務所）２班 
・海外研修発表会資料（インドネシア事務所）３班 
・海外研修帰国報告会式次第 
・海外研修発表会資料（地球ひろば）全体 
・海外研修発表会資料（地球ひろば）１班 
・海外研修発表会資料（地球ひろば）２班 
・海外研修発表会資料（地球ひろば）３班 
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・国内研修全体会発表資料（テーマⅠ） 
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・国内研修全体会発表資料（テーマⅡ） 
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②

① ③
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④
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⑦
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⑧
⑨

⑩
⑪
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⑫
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⑭
⑮
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・国内研修全体会発表資料（テーマⅢ） 
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１
２

３
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・国内研修全体会発表資料（テーマⅣ） 
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①
②

③
④
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⑤
⑥

⑦
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・海外研修発表会資料（インドネシア事務所）１班 
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海外研修事務所報告　１班
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・海外研修発表会資料（インドネシア事務所）２班 
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海外研修事務所報告　２班
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・海外研修発表会資料（インドネシア事務所）３班 
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海外研修事務所報告　３班
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89



90
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・海外研修帰国報告会式次第 
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・海外研修発表会資料（地球ひろば）全体 

95



海外研修帰国報告　全体

注）　※スラウェシ貧困対策支援材落開発計画 （以下同）
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・海外研修発表会資料（地球ひろば）１班 
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海外研修帰国報告　１班
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101
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103
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・海外研修発表会資料（地球ひろば）２班 
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海外研修帰国報告　２班
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108
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・海外研修発表会資料（地球ひろば）３班 
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海外研修帰国報告　３班
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114



115
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５ 海外研修を終えて 

 

非常に有意義だったNGO－JICA相互研修 
 

JICA東京業務第二グループ ガバナンスチーム 渡辺英樹 
 

2006年9月14日～16日の国内研修（地球ひろば）、11月13日～11月22日の海

外研修を通して、多くの知見及び新たな問題意識を抱くことがきた。関係者の

皆様への感謝の気持ちを込めて、以下の通り記したい。 
研修の中でも、自分にとっては特にインドネシア海外研修が以下の点で非常

に有益であった。 
第一に、「住民主体の開発のために外部者（註：海外研修では外部者＝イン

ドネシア以外の人々と定義）は何に配慮して行動すべきか？」というテーマに

対して取り組み、住民主体の開発における外部者の役割を再認識することがで

きた点である。私が所属した第一グループは、「住民主体の開発」を国内研修

での問題意識から「そこに住んでいる人がこうありたいと思う姿を描き、何が

必要かを把握し、必要な場合には力を借りながら、主体的に実行する活動：住

民の住民による住民のための活動」と位置づけ、そこでの外部者の役割を①全

ステークホルダーと、同じビジョンを共有する状態を目指す。②財政負担によ

って相手側の過度な依存心を生まないようにする。（相手側にも応分の負担を

求める。）③他のステークホルダーが他にできないことを行う（本邦研修、中

央政府への働きかけ等）、ということであるとの共通理解を導き出した。私自

身、JICAのプロジェクト担当者として出張した場合には、M/M締結であったり、

運営指導調査団報告書作成であったり各種作業に追われることが多く、そもそ

もJICA（外部者）としてどう活動すべきか、外部者の役割の再認識の点につい

て広い視野から考える機会は意外に少ない。その意味からも大変に有意義であ

った。 
 

 
 

【南スラウェシ貧困開発計画】 

SISDUKプロジェクトの対象村における 

住民グループへの聞き取り風景 
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 第二に、海外研修においては国内研修での問題意識を一歩進め、NGOと

JICAが連携して何を行えるかを検討できた点も非常に大きい。今回、私の所属

したグループではNGOとJICA担当者の今後の情報共有の必要性を再認識する

と共に、「NGO／JICAプロジェクト担当者が、住民主体の開発に関して、注意

すべきチェック項目リスト（案）」を作成した。日頃の業務では、NGO、JICA
関係者双方が、膝を突き合わせて真剣に徹底的に議論する場は極めて限られて

いることもあり、今回のような海外研修を通じて、インドネシアの滞在場所で

時には夜中の1時、2時まで議論を戦わせ、グループ内での共通理解が形成でき

たのは大変に有意義であった。本研修で知り合ったNGO関係者とは、研修が終

了した今も情報共有を行っている。 
 

 

【PKPM】 

JICA、NGO関係者間での議論の様子 

 

 

 

 

 第三に、ローカルNGOの役割を改めて認識できたことである。特に今回視

察したPKPMプロジェクトにおいてはレンケセ村の調査視察を通じて、村外の

ローカルNGOが村人と外部リソース（軍関係者、行政機関）との橋渡しの役を

担い、村人自身による村の問題解決に大きく貢献していることを確認できた。

ローカルNGOの一員として活躍しているアンガ氏は、「村人が自分自身で考え、

行動し自分自身で問題を解決するためのファシリテートを行っている」と語り、

自らはファシリテーター役に過ぎないこと、住民主体の活動が重要であること

をインタビューで再三強調していた。ローカルNGOは、一般的に現地により深

く入り込めること、現地のコンテキストに合わせて行動しやすいことなどから

住民の信頼を得やすく、かつ住民のニーズに合った活動が行える。日頃の日本

での業務では、ローカルNGOと接する機会が少なくほぼ皆無であるだけに、こ

のように直接接触する機会は、自らの視野を広げるという意味でも大変有意義

であった。 
 

【PKPM案件】ローカルNGOのリーダーのアンガ氏、 

２００３年にJICA研修（NGOマネジメント） 

でも来日経験あり 
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その一方この海外研修を通じて、自らに新たな問題意識が生まれた。これは

研修内容が不十分であったという意味ではなく、今後自ら事業を担当する中で、

これらの点に関しての理解をさらに深めたいという意味での問題意識である。

こういった問題意識を抱くようになったという点でも本研修に感謝したい。 
第一に、「住民主体の開発」というイシューの開発課題における位置づけで

ある。一般的に、「住民主体の開発」と記されると、途上国のオーナーシップ

といった理念とも連関し、諸手を挙げて歓迎される雰囲気が一部にある。しか

し、果たしてそうなのであろうか、同コンセプトの限界等はないのかという疑

問が生じた。確かに、インドネシアのSISDUKプロジェクト、PKPMプロジェ

クトでは、少なくとも訪問したサイトにおいては、（グループ１における定義

づけの意味において）「住民主体の開発」が行われていたし、インタビューを

行った限りにおいて関係者全体に満足がいく形の結果を生み出していた。さら

には、活動における外部者の役割も比較的明確であった。しかし、それらの条

件は、比較的安定したインドネシアの社会的状況、関係者の状態等いくつかの

前提条件が重なった結果だとも考えられる。しかし、その一方で、住民主体の

開発についての限界も考えられるのではないかと思われる。例えば、緊急支援、

平和構築期における支援においては、「住民主体の開発」は、どの程度考慮さ

れるべきであろうか。緊急支援においては、住民間のコンセンサス形成に時間

を要する「住民主体の開発」を行うことは逆効果になってしまうこともあるの

ではないだろうか。「住民主体の開発」の開発課題の全体の中での位置づけに

ついて、今後自身の理解を深めたい。 
第二に、住民レベルの活動におけるガバナンスのあり方について、もう少し

理解を深めたい。たとえば、日本国内においては、「地方自治体と市民社会と

の協働関係」が最近叫ばれているように、住民レベル（市民社会）と地方自治

体がどのように良い関係を築いていくべきかが真剣に議論されている。同分野

においては、ある程度の経験の蓄積が進みつつあり、日本の経験を途上国に伝

える試みや知識の体系化も、JICAの国内センターを中心に始まっている。そう

いった動向も踏まえつつ、途上国における住民レベルでの活動におけるガバナ

ンスのあり方についてさらに理解を深めたい。 
最後になるが、今回の研修は、NGO・JICA双方の関係者の皆様の多大なる御

尽力なしには、成功に終わらなかったと思う。研修中には、運営に関して細や

かな気遣いを感じる場面が何度もあった。もう一度、本研修の計画立案及び運

営等に携わった全ての方に感謝して、終わりの言葉としたい。 
 

以上 
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NGO-JICA 相互研修に参加して 
 

JICA 地球ひろばインターン 安田香 
 
資料の準備などに追われながら、慌しく研修初日を迎えた。午後から予定され

ている事務所相互訪問のため、広尾から JICA 本部へ向かう。初めて入るマイン

ズタワーのオフィスにて、JICA という組織の規模の大きさを改めて実感した。 
NGO からの参加者に対して、JICA の組織概要と今後の変化、また JICA が

行うプロジェクトの計画から実施までの一連の流れについて JICA 職員が説明

を行った。改編の進む組織の仕組みや NGO との連携についてなど、それぞれ自

分たちの団体の実情を振り返りながら、率直に質疑応答を繰り返していたよう

に感じられた。 
会場である地球ひろばに戻り、本格的に研修が始まってから閉講式を迎えるま

での三日間は密度の濃い、本当にあっという間に過ぎた日々だった。プログラ

ム自体が「濃い」ものであったことに加え、「参加者主体」でグループワークの

発表準備も歓談も夜遅くまで行われていたからであろう。参加するあらゆる

人々の手によって、準備された研修が形作られていく様を実感した。 
今回の研修テーマは、「住民主体の開発」自体の意味、「ガバナンス」自体の意

味、両者の関係性の捉え方、NGO と JICA の共通点と相違点、など様々な論点

が存在した。グループワークの発表においては、各グループがどの論点をどの

ような形で位置づけているのか、という点に注目することでそれぞれウェイト

をおいているポイントの相違が浮かび上がったことも興味深かった。参加者そ

れぞれが持つ見解の多様性が表面化したかのようで非常に考えさせられるもの

であった反面、限られた時間のために全てのポイントを均等に取り上げて論じ

ることができなかったことを示しているように思う。やや論点が多すぎてグル

ープ内でもグループ間でも議論が拡散してしまったのではないかという印象を

受けた。議論の方向性を限定してしまうことは避けなければならないが、今後

はある程度絞り込んだ形でテーマを設定することで、各グループは同一のゴー

ルに向かって議論でき、意見交換も同じ土俵の上で行うことができたのではな

いだろうか。また研修において、課題を討論し結論を発表することは総括とし

てもちろん重要だが、意見交換しながらひとつのものを作り上げようとするプ

ロセス自体から得るものが大きかったという参加者の声が多かったことも意識

して全体のプログラムを組み立てていくべきだろう。同時に、研修自体の大枠

でのプロセスをより重要視して流れをスムーズにしていく必要性を感じた。 
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事例紹介においては、現地の詳細な様子から事業の大枠にいたるまで非常に多

くの質問が相次いで出されていたが、これは現地での様子を日本ではなかなか

知ることができないという理由以外に、今回国内研修で紹介された事例が海外

研修での訪問対象となっていたことがあったと考えられる。海外研修の事前勉

強にもなり、国内・海外研修をつなぐものとしても事例が生きていて非常に良

い事例選択といえるのではないか。 
研修を終えて最も印象に残っているのが、三日間という短い間に作られた４グ

ループを中心として、最終日には参加者たちが研修前からの知り合いであるか

のような一体感を有していたことである。海外からの参加者も含め、年齢も経

歴も違う様々な組織で動いている人たちが集まっているというそれだけで、互

いの視野とネットワークが広がっていくことを目の当たりにした。普段接する

ことない人々との交流の場を設けられることこそ、本研修の最大の特徴であり、

今後もよりよい形での継続が望まれるゆえんであろう。参加者間の関係がその

場限りで終わるのか研修後も継続していくのかは参加者次第であろうが、単な

る一期一会で終わらせないような動きが生まれてほしいと強く願い、会場をあ

とにした。 
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６ 参加者アンケート集計結果 

古澤めい 

 
 海外研修では、国内研修で議論した「住民主体の開発とガバナンス」におけ

る重要な視点をもとに、グループごとに大事にしたい 3 つのポイントを挙げて

もらい、それぞれについて外部のアクターが配慮すべきことを考え、これらの

視点から実際のプロジェクトを見た。ほとんどの参加者がそれぞれの視点につ

いて「学べた」と答えており、国内研修で学んだことを実際のプロジェクトを

通じて、さらに理解を深めるという海外研修の目的はほぼ達成できたと思われ

る。また、ほぼ全員が研修の成果を今後の自分の業務に「活かせそう」と答え

ている。 
 国内研修との関連性も意識されており、特に、これらの視点が具体的なイメ

ージとして考えられるようになったのは、海外研修の成果であろう。一方で、

住民主体の開発と並ぶテーマであるガバナンスについては、あまり理解を深め

ることができなかったとい声も聞かれ、もう少しファシリテーションが必要だ

ったと反省している。次回の課題である。 
 
事前情報については、内容・量・時間量ともに不足ぎみであったという評価

が多かった。特に、PKPM のプロジェクトに関しては、スケジュールの関係上、

現地到着後の夜にブリーフィングを行なったが、短時間だったこともあり、情

報不足だったようだ。加えて、ブリーフィング後におこなった、インタビュー

について練るグループワークの時間も短く、プロジェクト把握に時間がかかっ

たのではないかと思われる。 
事前課題については適切だったという声が多かった。 
今後は、スケジュール作成の際に、事前情報や事前課題の提供に関して、一

定の配慮が必要だろう。 
 
 スケジュールに関しては、インタビューが多くハードだった一方、分析やま

とめの時間が少なかったという感想が見られた。村の滞在時間が短かったとい

う感想もあり、今回のスケジュールでは、村でのホームステイがなかったのも

一因かもしれない。 
また、全体で共有し、ディスカッションする時間がもっとほしかったという

声が聞かれた。今回の研修では、参加者全体でのディスカッションは、中間発

表という形で、2 つのプロジェクトを訪問した後だった。今後は、全体でのシェ

アリングの時間を増やし、例えばプロジェクトごとに作ってもよいかもしれな

い。 
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他にあればよかったプログラムとして、（日本の）NGO のプロジェクトを訪

問したいというものがあったが、PKPM は、JICA のプロジェクトではあるが、

日本の NGO 関係者が短期専門家で入っており、また現地 NGO のコミュニティ

との関わりが見られ、NGO 色の濃いものであるともいえる。その意味で、今回

の研修テーマの一つである外部者としての関わりを考えるのに示唆に富んだ事

例といえるのではないだろうか。 
 
研修の運営に関しては、直前になって辞退者が 3 人出たということもあり、

グループ分けが 4 人、4 人、3 人となり、グループ運営に苦労したグループもあ

った。グループは研修全体を通じて一緒に作業をおこなうため重要であり、今

後はいっそう、人数、経験（例えば、JICA にも NGO 出身者がいる）、ジェン

ダーバランス等に配慮したグループ分けが望まれる。 
また、今回は参加者の一人が同時に業務調整員というハードな役割分担にな

ったが、海外研修に同行する検討委員がもっと役割を担ってもよいと思われる。 
 今回初めて、英語が通じない地域での海外研修となり、現地のインタビュー

は、英語―インドネシア語―現地語（場所によって）の通訳を通じておこなった。

通訳の質が問われるという感想が多かったが、一方で、現地語が入っての通訳

は、現地 NGO スタッフのサポートもあり、予想以上にスムーズにいった面もあ

った。 
 研修全体を通じて、参加者は非常に熱心で、夜遅くまでグループワークをし

ていたのには頭が下がる。しかし、休みたいという参加者もおり、研修の限界

も考慮したうえで、時間のマネージメントは次回への課題である。 
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